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論文内容の要旨
1970年代から1980年代にかけて，他の先進資本主義諸問に比べて相対的に安定した成長を遂げた日本製
造業のなかにあって.その機械加工分野における高い生産性の技術的基礎を提供したのが白木工作機械産
業である。しかも同産業は. 1990年代に入って|日米再逆転jをみた自動車産業とは異なり. 1982年から
1997年の今日にいたるまで， 一貫して世界最大の工作機械産業であり続け，むしろ工作機械生産額におけ
る他国との格差をますます拡大しつつあるの本稿の課題は，このような日本工作機械産業の国際的地位の
確立を.1970年代におけるNC工作機械の発達との関連においてとらえ.同時期におけるH本工作機械産
業の成長要閃を、 NCの開発問であるアメリカとの対比において明らかにすることである。設定された課
題によって導かれる本論の構成は.市場の要求に対応したNC機の発達過程，その普及と開発に必要とさ
れた新たな販売・サービス活動の展開過程，その低価格と短納期を実現した機械本体の生産過程およびN
C装置の発達と生産の過程，という二.つの柱からなっている。
NC工作機械の発達に関しては，まずはじめに機械単体としてのNC工作機械の機能が，曲面を含む複
雑形状の部品加工を自動的に行う機能と，限られた台数の機械による多様な形状・寸法の部品加iを経済
的に行う機能との，二つの機能に区別される。そのうえで，アメリカにおけるNC機の発達が.主として
前者の機能を追求する方向へとむかつたのに対し.日本におけるNC機の発達が，主として後者の機能を
追求する沿向へとむかつたことが示され，それぞれの機械が獲得した市場の規模の大小が，それぞれの国
の工作機械生産の規績を規定したことが明らかにされる。次に，こうした日米両国におけるNC工作機械
の発達h'向が，工作機械市場の最大部分をしめる自動車庫業の機械加工工科.において生じた技術発述要求
の相違によって導かれ.一方における旋盤をはじめとする同時2軌制御の中小型NC機の発達をうながし
他方における専用機を結合したトランスファーマシンの発達をうながしたことが確認される。
NC...l作機械の昔・及に必要とされた新たな販売・サービス活動については，新技術と花来技術の不連続
性を補う活動として独自の位置づけが与えられる。そのうえで.新技術の使用法にかんする技術教育. N 
C装置を含む「機竜一体」のメンテナンス，新技術の経済的利用法にかんする技術コンサルテインク:お
よびそれら諸活動の拠点、としての実演稼働設備を備えた新しい笛業所の展開，といった具体的な活動内容
が示されるc次に，これら諸活動のT_作機械メーカー自身による展開が.T_作機械の流通経路を短縮化し，
市場の要求に即応したNC機関発の条件となったことが指摘され.かつまたこのような市場志向の製品開
発システムの起源が， 1960年代の汎用機部門における競争関係のなかに見いだされる。そしてこれら日本
メーカーによる新たな販先・サービス活動の展開が.輸出先アメリカにおいても一定の現地化を伴いなが
ら推進され.日本メーカーに固有の競争優{合併として機能したことが確認されるの
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NC工作機械の価格と納期を規定する生産技術に関しては，まずはじめにH木工作機械産業における高
い生産性が， 1960年代の高度成長期をへて蓄積された中産能力，すなわち.専用機の導入，ジグの多用，
コンベア・ラインの導入，グループテクノロジーの採用.といった一連の量産技術の碇立を基礎としてい
たことが示されるのそのうえで， NC機価格の30%程度をしめるNC装置の低価格化要因が，円本におけ
るNC機の発達方向に対応したMPUの速やかむ採用，および専業NC装置メーカーの存在という日本独
自の条件に依拠した量産メリットの聾得.というιつの点から明らかにされる。
論文審査の結果の要旨
提出された論文の特色は.1970年代の後半から急激な成長を開始した日本のT作機械丁業の成長要因を.
T作機械工業の市場との関連で考察したところにある。 NC工作機械の普及にともなった日本の工作機械
i業の急激な発展についてはこれまでにも少なくない数の研究論文が発表されているが，市場との関連か
ら考察しているものは少なく，課題は野心的なものと評価できるO そして，本論文はこの視点からの課題
の解明においでほぼ成功したものと認められ.審査委員会は本論文を博士(商学)の学位にふさわしいも
のと認めた。
論文は，市場の要求に対応したNCT作機械の発展過程，その普及と開発に必要とされた販売・サービ
ス活動の展開過程， NC工作機械の生産過程という三つの住で構成されており，そのそれぞれについて日
本的特質をアメリカとの比較において明らかにしようとしている。
論者はまず市場の要因に関して，日本においては多様な機械加工を少数の正作機械で行わなければなら
ない中小企業で、の需要が存在していたこと，これに対しアメリカにおいては日本の中小企業に該当するジ
ョブ・ショップも存在するものの最大のi作機械ユーザーである自動車産業においては機械機能の専用化
.単能化が追求されNCT作機械への市場要求が希薄で、あったことが示される。
NC工作機械は，在来型工作機械とは異なるNC装置に関する労働をも必要とする。大企業においては
新しい労働への対応は社内研修によって行われることが多いが， NC工作機械の日本におけるキ.要な顧客
となる中小企業においてはそうした対応は不可能に近い。論文の第2の住である販売・サービス活動の展
開過程においては.この課題に直面したH本の正作機械メーカーの活動が実証的に示され.その過程で培
われたノウ・ハウがNC_L作機械そのものの発展過秤iこ反映されると同時にアメリカへの進出において活
用された経過が明らかにされている。
第3の柱である生産過程に関しては，論者は日本のNC工作機械メーカーの特質として国際的には異例
の量産体制が取られていることを指摘しこれを可能にしたものが1970年代においては機械部品の工作機
械メーカーによる内製化とNC装置の外注体制であったとする。そしてNC装置の外注体制を可能にした
ものがNC業置専業メーカーとしての富士通ファナックの存在であったことが示される。 NC装置のrfj場
規模は製造業全体から見れば狭小であり，この分野において独占的地位を占める富士通フ 7ナックによる
景産体制の確立によるNC装置の価格低下が日本のNCL作機械メーカーの国際競争力を強化させたとす
る。
これらの分析において利用されている資料は.これまでの研究成果をふまえた上で論者がアメリカ同内
を含めi副委にヒアリングなどにより入手したものを合め，オリジナルなものを含んでいる。また.課題と
論証の関係も妥当なもと認められ，審査委員会は学位授与に相応しいものと認めたc
なお，学位授与に十分と認められる本論文であるが若干のl副題がないわけではないの工作機械産業論と
して本論文の完成度をいっそう高めるとすれば，資本蓄積や労務管理などの問題を験討することは避けら
れない課題であろうしまた，コンピュータの発展とNC装置の発展の関連を論じている部分の記述はや
や明確さを欠いており，今後の課題も残されている。
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